
38.1%

37.6%

37.8%

39.7%

33.3%

38.2%

50.2%

48.1%

54.5%

50.2%

49.1%

49.8%

4.8%

5.1%

2.1%

6.3%

5.3%

4.4%

2.6%

3.0%

3.5%

2.1%

5.3%

1.6%

4.4%

6.3%

2.1%

1.7%

7.0%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

事業の拡大 現状維持 事業の縮小

廃業の検討 わからない

【業種内訳】

『中小企業の経営課題に関するアンケート調査』 調査結果(概要版)
平成26年2月25日
東京商工会議所

中小企業部

【調査概要】

○調査目的：東京商工会議所 中小企業委員会は、会員企業の経営実態に即した支援策の実現を
目指し、例年、｢中小企業施策に関する要望｣を国、東京都をはじめ、関係各方面に提
出している。
本調査は、中小企業経営者が抱える経営課題等を広く聴取し、要望事項の取りまとめ
に供するため会員中小企業・小規模事業者を対象に行ったもの。

○調査期間：平成26年1月14日～1月31日
○調査方法：郵送による調査票送付、FAXによる回答
○調査対象：会員中小企業・小規模事業者5,000社
○回答数 ：937社（回収率18.7%）

【従業員数内訳】 【資本金内訳】

２．事業の見通しについて１．経営状況について

業界の市場規模について（今後3~5年）

・業界の市場規模について、4割強が「横
ばい」と回答し、2割強がそれぞれ「拡大」、
「縮小」と回答。

・業種別にみると、「建設業」で「拡大」と回
答する割合が高く、「製造業」、「卸売業」、
「小売業」では約3割が「縮小」と回答。

業界の競争環境の見通し（今後3~5年）

・業界の競争環境について、約5割が今後
「激化する」と回答。
・業種別にみると、「激化する」の回答は「卸
売業」が最も高い。

貴社の事業方針

・「現状維持」が50.2％と最も高く、次いで、
「事業の拡大」が38.1％となっている。「縮
小」（4.8％）、「廃業」（2.6％）は低い回答
に止まり、今後の新たな事業展開に高い
意欲を有している企業が多い結果となっ
ている。
・業種によって大きな差は見られないもの
の、「小売業」では「事業の拡大」がやや
低く、「事業の縮小」「廃業の検討」がやや
高い。

32.2%

50.5%

55.0%

78.3%

80.0%

75.0%

48.7%

40.3%

42.1%

17.4%

16.7%

25.0%

19.1%

9.3%

2.9%

4.3%

3.3%

0～5人以下

6～20人以下

21～50人以下

51～100人以下

101～300人以下

301人～

33.7%

52.4%

63.7%

65.7%

73.3%

25.0%

32.8%

28.0%

25.7%

25.7%

20.0%

25.0%

33.4%

19.6%

10.5%

8.6%

6.7%

50.0%

0～5人以下

6～20人以下

21～50人以下

51～100人以下

101～300人以下

301人～

・【全体】「黒字」の割合が49.3％を占め、次いで「収支トントン」（28.9％）、「赤字」（21.8％）となっている。
・収益の見通しについて、現在と比較すると、「収支トントン」が増加（＋12.3ポイント）、「赤字」が減少（▲10.7ポイント）
となり、赤字企業において、今後の収益改善を見通している企業が多い。

・【規模別】規模が大きくなるほど、「黒字」の割合は高く、「赤字」の割合が低くなっている。「101～300人以下」の黒字
の割合が73.3％に対し、「５人以下」は33.7％となり、規模により大きな差が生じている。
・見通しについては、「50人以下」では「収支トントン」との見通しが高まっている。

・【業種別】黒字の割合は、「建設業」（55.9％）、「卸売業」（55.3％）が高い一方で、「小売業」（38.2％）が低い。
・見通しについて、現在と比較すると、全ての業種で「赤字」と回答する割合が減少し、「収支トントン」が増加。一方、
「小売業」においては、「黒字」と回答する割合が減少（38.2％→27.3％）し、慎重な見通しとなっている。

49.3%

43.9%

55.9%

55.3%

38.2%

47.4%

28.9%

32.9%

26.2%

26.6%

32.7%

27.9%

21.8%

23.2%

17.9%

18.1%

29.1%

24.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

黒字 収支トントン 赤字

47.9%

46.8%

53.8%

55.9%

27.3%

42.1%

41.2%

40.1%

37.2%

37.4%

58.2%

44.1%

11.1%

13.1%

9.0%

6.7%

14.5%

13.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

黒字 収支トントン 赤字

収益状況 収益の見通し

1

22.0%

15.9%

40.6%

17.9%

10.7%

23.8%

43.9%

40.2%

34.3%

45.0%

44.6%

51.6%

23.9%

32.6%

8.4%

30.8%

32.1%

15.9%

10.2%

11.3%

16.8%

6.3%

12.5%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

市場規模の拡大 横ばい 市場規模の縮小 わからない

49.5%

50.2%

41.0%

54.6%

49.1%

49.0%

33.9%

33.3%

32.6%

33.8%

36.8%

34.7%

4.4%

4.2%

12.5%

2.1%

1.8%

2.8%

12.2%

12.2%

13.9%

9.6%

12.3%

13.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

激化する 横ばい 緩和する わからない

０～５人以下
342
36.5%

６～２０人以下
317
33.8%

２１～５０人以下
173
18.5%

５１～１００人

以下
71
7.6%

１０１～３００

人以下
30
3.2%

３０１人～
4

0.4%

(n=937)

製造業
242
25.8%

建設業
146
15.6%卸売業

240
25.6%

小売業
57
6.1%

サービス業
252
26.9%

(n=937)

個人事業主
44
4.7%

５００万円以下
119
12.7%

５００万円超～

１千万円以下
279
29.8%

１千万円超～

３千万円以下
292
31.2%

３千万円超～

５千万円以下
122
13.0%

５千万円超～

１億円以下
71
7.6%

１億円超～

３億円以下
9

1.0%

３億円超
1

0.1%

(n=937)
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３．売上について ４．事業コストについて

・約4割の企業が「増加」を回答。小売業は減少と回答する割合が高い。

・販売受注「量」は4割弱が「増加」と回答した一方、「単価」については「変わらない」 が5割を占め、「上昇」は2割弱。

・売上増加の要因は「量」に起因し、「単価」上昇の影響は少ない。

増加
38.2%

変わらない
33.3%

減少
28.5%

(n=922)

上昇
19.1%

変わらない
52.2%

下落
28.7%

(n=921)

【販売受注単価（全体）】
・ ・

【販売受注量（全体）】
・

54.8%

51.1%

48.4%

41.0%

28.8%

23.7%

18.6%

8.9%

5.0%

0% 20% 40% 60%

顧客ニーズに対するきめ細やかな対応

(ロット、納期、品揃え、アフターサービス等)

既存製品・サービスの高付加価値化

営業・販売体制の見直し・強化

新製品・新サービスの開発

価格競争力の強化

新分野への進出

知名度向上(展示会出展、HP)

海外市場の獲得

その他 (n=924)

66.2%

39.3%

32.4%

30.0%

28.1%

26.7%

18.7%

11.2%

10.7%

9.9%

9.7%

8.5%

6.1%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80%

価格競争の激化

市場ニーズの変化・多様化

消費者の低価格志向

参入事業者の増加による過当競争

取引先からの値下げ要請

取引先の業績悪化、廃業

少子化・高齢化

ITの進展によるビジネス環境の変化

雇用情勢の悪化

取引先の海外移転の増加

海外の経済動向

公共事業の減少

商圏内の人口減少

その他 (n=918)

64.5%

35.6%

31.4%

28.3%

20.8%

19.1%

10.4%

3.7%

63.4%

34.0%

37.0%

28.9%

24.3%

35.3%

8.9%

4.3%

84.2%

25.3%

28.8%

24.7%

14.4%

8.9%

15.1%

2.7%

63.8%

38.0%

35.4%

35.4%

27.9%

8.7%

7.4%

4.4%

46.2%

38.5%

30.8%

21.2%

13.5%

17.3%

9.6%

0.0%

58.5%

40.2%

24.0%

24.8%

16.3%

19.5%

11.8%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の不足

資金の不足

製品・サービス・技術の不足

知識・ノウハウの不足

市場情報の不足

設備の老朽化・不足

許認可等に係わる規制・制度

その他

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

売り上げ拡大に向けた取り組み

売上拡大を阻害している外部環境について

・７割弱の企業が「価格競争の激化」を回答。

・「価格競争力の強化」に比べ、「顧客ニーズへの対応」
や「製品サービスの高付加価値化、新開発」による取り
組みが高い。

売上拡大に取り組む上での課題

・「人材の不足」（64.5％）が最も高く、次いで「資金の不
足」（35.6％）、「製品・サービス・技術の不足」（31.4％）
となっている。
・「建設業」の84.2％が「人材の不足」と回答し、他の業
種に比べ高い。「卸売業」、「小売業」、「サービス業」で
は「人材の不足」に次いで、「資金の不足」と回答し、そ
れぞれ、38.0％、38.5％、40.2％といずれも全体よりも
高い。
・「製造業」では、35.3％の企業が「設備の老朽化・不足」
と回答しており、設備の増設や更新が課題となってい
る。

39.5%

36.7%

46.5%

42.1%

26.3%

38.9%

30.7%

28.3%

31.9%

30.0%

33.3%

32.1%

29.8%

35.0%

21.5%

27.9%

40.4%

29.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

増加 変わらない 減少【売上高】

売上の状況（1年前と比べて） 商品仕入れ単価

原材料単価

燃料単価

１人当たり人件費（社会保険料含む）

（おおよその上昇率）平均１０．３％

（おおよその上昇率）平均９．７％

（おおよその上昇率）平均９．８％

（おおよその上昇率）平均５．９％

５．経営資源について

53.3%

32.2%

19.4%

14.9%

7.7%

25.4%

54.4%

29.7%

20.9%

13.0%

8.8%

25.5%

71.7%

44.8%

17.2%

6.2%

13.1%

12.4%

45.8%

35.4%

18.3%

11.7%

7.1%

26.7%

30.9%

16.4%

9.1%

21.8%

1.8%

49.1%

53.8%

27.7%

22.5%

23.3%

5.2%

26.5%

0% 20% 40% 60% 80%

若手・新入社員等

中堅社員

管理者・経営幹部

パート・アルバイト等

OB人材

当面確保を予定していない

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

人材

・「若手・新入社員等」と回答した企業が53.3％
と最も高く、次いで「中堅社員」が32.2％となっ
ている。
・一方、当面確保を予定していない企業が25.4
％となっている。
・「建設業」の「若手・新入社員等」が71.7％と突
出している。「製造業」・「サービス業」でも「若
手・新入社員等」が5割を超えている。
・「小売業」では「当面確保を予定していない」企
業が49.1％と、全業種（25.4％）の2倍と高く、
人材確保の意向は低い。

【今後確保していきたい人材の層】

１％

未満
0.3%

１％以上～

５％未満
14.4%

５％以上～１０％未満
29.0%

１０％以上～１５％未満
31.7%

１５％以上～

２０％未満
8.7%

２０％以上
15.9%

上昇
47.0%

変わらない
50.5%

下落
2.5%

上昇
43.4%

変わらない
53.3%

下落
3.4%

上昇
54.3%

変わらない
44.5%

下落
1.1%

１％以上～

５％未満
14.5%

５％以上～１０％未満
27.1%

１０％以上～１５％未満
36.0%

１５％以上～

２０％未満
11.1%

２０％以上
11.4%

上昇
41.0%

変わらない
56.5%

下落
2.4%

１％未満
1.8%

１％以上～５％未満
40.5%

５％以上～１０％未満
33.7%

１０％以上
24.0%

56.3％ 58.5％

52.3％ 57.7％

・43.4%の企業が「上昇」と回答している。おおよその上
昇率は、平均10.3%となっており、56.3%の企業が、
10%以上の上昇と回答している。

・54.3%の企業が「上昇」と回答している。おおよその上
昇率は、平均9.8%となっており、58.5%の企業が、
10%以上の上昇と回答している。

・47.0%の企業が「上昇」と回答している。おおよその上
昇率は、平均9.7%となっており、52.3%の企業が、
10%以上の上昇と回答している。

・41.0%の企業が「上昇」と回答している。おおよその上
昇率は、平均5.9%となっており、57.7%の企業が、
5%以上の上昇と回答している。

１％未満
0.3%

１％以上～

５％未満
14.7%

５％以上～１０％未満
32.6%

１０％以上～１５％未満
30.0%

１５％以上～

２０％未満
7.0%

２０％以上
15.3%



33.5%

28.4%

24.1%

12.9%

8.1%

6.6%

3.0%

2.0%

1.5%

4.8%

0% 20% 40%

十分な手元資金がある

資金需要がない

直近で資金調達を行った

返済余力がない

借入枠に余裕がない

業績が悪化している

提供できる担保・

保証人がない

直近の決算書で

金融機関に断られた

融資条件が合わない

その他
(n=394)

60.1%

38.1%

19.5%

18.9%

12.3%

10.9%

6.6%

6.4%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80%

通常の運転資金

売上(受注)増に伴う

増加運転資金

新規設備投資に係わる資金

既存設備の改修・定期更新に

係わる資金

新規事業に係わる資金

人材採用に係わる資金

研究開発資金

宣伝・PRに係わる資金

その他
(n=486)

3

６．必要な支援策について

資金

【今後１年間の
借入意向】

【借入意向なしの理由】 【借入意向ありの資金使途】

・「ある」が52.9％、「ない」が47.1％と、ほぼ半数となった。
・借入の資金使途としては「通常の運転資金」(60.1％)が最も高くなっている。また、｢増加運転資金」が38.1％となってい
る他、設備投資については「新規設備投資に係わる資金」が19.5％となっており、前向きな資金需要も高くなっている。
・借入意向のない理由としては「十分な手元資金がある」(33.5％)が最も高く、次いで「資金需要がない」(28.4％)、「直近
で資金調達を行った」(24.1％)となった。

・「資金繰り支援」（41.2％）が最も多く、次いで「人材確保への支援」（37.1％）、「人材育成への支援」（33.1％）となっ
ている。「資金」、「人材」に対する支援を求める割合が高い。

７．消費税率の引き上げについて

60.0%

49.1%

36.8%

76.1%

57.5%

50.0%

22.6%

21.1%

4.3%

12.6%

22.2%

11.3%

5.3%

6.5%

6.9%

5.3%

1.1%

40.0%

17.0%

31.6%

13.0%

21.8%

27.8%

運輸業

不動産業

飲食業

ソフトウェア・情報処理業

法人向けサービス業

個人向けサービス業

59.2%

57.2%

61.3%

63.4%

53.6%

57.2%

13.8%

16.1%

11.3%

11.8%

19.6%

13.6%

7.4%

7.6%

10.6%

6.3%

7.1%

6.6%

0.7%

1.3%

0.4%

0.8%

18.9%

17.8%

16.9%

18.1%

19.6%

21.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全て転嫁できる 一部しか転嫁できない

ほとんど転嫁できない １０％時に全て転嫁する予定

わからない

【業種別】

【サービス業内訳】

【従業員規模別】

・「全て転嫁できる」と回答した企業は59.2％となっている。「一部しか転嫁できない」（13.8％）、「ほとんど転嫁できない」
（7.4％）、「わからない」（18.9％）を合せて約4割の企業で価格転嫁に懸念を残す結果となった。
・「全て転嫁できる」と回答した割合が最も高い業種は、「卸売業」（63.4％）となっている。一方、「小売業」は「全て転嫁
できる」企業が53.6％に止まり、また、「一部しか転嫁できない」企業が19.6％となっている。
・サービス業の詳細をみると、「飲食業」は「全て転嫁できる」企業が36.8％に止まる一方、「ソフトウェア・情報処理業」
では76.1％と最も高くなっている。
・「全て転嫁できる」と回答する割合は、「飲食業」（36.8％）、「小売業」（53.6%）、「個人向けサービス業」（50.0%）など
の対消費者向け（ＢtoＣ）取引の業種ではやや低く、より価格転嫁の見込みが厳しい結果となっている。

・「全て転嫁できる」と回答した企業は「5人以下」では53.6％と最も低い。

消費税率の引き上げに伴う価格転嫁の見込み

53.6%

61.0%

66.1%

62.3%

60.0%

50.0%

17.1%

13.2%

9.5%

14.5%

6.7%

6.9%

7.4%

8.9%

5.8%

6.7%

25.0%

0.6%

1.0%

3.3%

21.9%

17.4%

15.5%

17.4%

23.3%

25.0%

0～5人以下

6～20人以下

21～50人以下

51～100人以下

101～300人以下

301人～

41.2%

37.1%

33.1%

27.9%

24.3%

22.1%

16.1%

15.5%

12.8%

11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

資金繰り支援

人材確保への支援

人材育成への支援

事業承継への支援

中小企業関連税制の拡充

販路開拓・マーケティング支援

中小企業支援施策の情報発信や申請支援

新分野への進出支援

消費税の価格転嫁対策の徹底

IT化支援

【上位１０項目】

4割
ある
52.9%

ない
47.1%

(n=926)


